（様式第１）

国環移　　　　号

年　　月　　日

財団法人国際環境技術移転研究センター

理事長　　野呂　昭彦　　殿
申請者　　住　　所

　　　　　名　　称

代表者名　　　　　　　　　　　印

平成２２年度技術・設備導入支援申請書

（途上国産業における日本の技術・設備導入支援事業）

　上記の件について、技術・設備導入支援を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

1． 支援対象技術・設備の名称

2． 支援対象技術・設備の概要

3． 連絡先

　担当者所属

　役職・氏名

　郵便番号、住所

　電話番号

　FAX番号

　Eメールアドレス

（注）

１　この申請書には、「支援内容等説明書（添付資料１）」を添付すること。

２　用紙の大きさは、日本工業規格A列４判とすること。
（添付資料１）

支援内容等説明書

1． すでにインドで技術・設備移転プロジェクトの実施に向けて活動（契約以前のもの）を実施しており、相手（現地企業）が決まっていますか？

□決まっている　　　　　□決まっていない

2． 支援対象技術・設備（製品）の概要

（1） 技術・設備（製品）の名称　※英語版があれば日本語と併記してください。

（2） 上記技術・設備（製品）の内容、特徴、省エネ効果（削減可能な電力、燃料量等の概略イメージ）　※英語版があれば日本語と併記してください。

（3） 上記技術・設備（製品）の利用分野（対象産業）　※英語版があれば日本語と併記してください。
（4） 上記技術・設備（製品）における海外展開の実績

（5） 
（6） 上記技術・設備（製品）の海外展開において必要とする支援内容

（7） 上記技術・設備（製品）の海外展開で発生している課題（１で「決まっている」にチェックした場合のみ）
（8） 上記技術・設備（製品）の海外展開において支援を必要とする理由

（9） 他の補助金制度等受給の有無（上記技術・設備の海外展開において、これまでに国、機構、地方自治体等からの補助金交付を受けたことがある場合あるいは現在申請中の場合には、その概要を明記すること。）


（10） 
（11） 
（12） 
（13） 
3． 申請者の概要

（1） 申請者名、住所、電話番号

（2） 
（3） 資本金
　　　資本金　　　　　　　　　　　千円
（4） 従業員数
　　　従業員数　　　　　　　　　　名


（5） 海外での実績
4． 本事業活動実施体制等

（1） 実施体制（図示すること）
（2） 他からの指導者又は協力者

（3） 責任者の氏名、職名、所属及び連絡先

氏名

職名

所属


連絡先

　郵便番号

　住所

　電話番号

　FAX番号

　Eメールアドレス

（4） インドへの海外展開に従事する人員（本事業活動に従事する人員）

　　　　　　　　　名

（別紙１）

申請書類受理票（ICETT控）

申請書類受理番号

平成２２年度「途上国産業における日本の技術・設備導入支援事業」に対する申請書類

支援対象技術

「　　　　　　　　　　　　　　　　」

会社名：○○○○○株式会社

代表社名：代表取締役社長　○○　○○

所在地：〒　　　　○○県○○市・・・

担当者：所属　○○部○○課

　　　　役職　○○○○部（課）長

　　　　氏名　　　　　　　　　印

　　　　TEL

　　　　FAX



申請書類受理番号

平成２２年度「途上国産業における日本の技術・設備導入支援事業」に対する申請書類

支援対象技術

「　　　　　　　　　　　　　　　　」

申請受理票

平成　　年　　月　　日

会社名

　担当者名　　　　　　　　　　　殿

貴殿から提出された標記申請書類を受理いたしました。

財団法人　国際環境技術移転研究センター　　印




割


印





(ICETT)





切り取り











